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はじめに

住宅マスタープランは、練馬区の住生活にかかわる施策展開の基本的な指針となる計画

であり、現在の第二次住宅マスタープランの計画期間が平成 22年度で終了することから、

区では、新しい住宅マスタープランの策定を進めています。

練馬区住宅マスタープラン策定懇談会 (以下「懇談会」という。)は、新たな住宅マスタ
ープラン策定にあたり、住生活や住環境に対する区民の考え方や意見などを集約しようと

いう趣旨で、設置されたところです。

十年一昔と言われますが、第二次住宅マスタープランが策定された平成 13年時に比べま

すと、超高齢社会の到来、社会経済状況の変化など、当時とは様相が大きく異なっていま

す。また、平成 21年度に、練馬区では、新基本構想および長期計画が策定されるという、

大きな変革の時期にもあたります。特に、新基本構想では、地域コミュニティを育むとい

う視点が重要となっており、区民の住まいづくりを考える上でも、配慮する必要がありま

す。

こうした事情を踏まえ、懇談会を進めるにあたつて、区から住宅マスタープラン策定上

の様々な課題が提起されました。しかし、限られた時間の中では、課題の全てを議論する

ことは困難ですので、ある程度、テーマを絞つて、検討することとしました。懇談会は、

本年 7月 から 12月 までの間に、6回開催しました。毎回、テーマに沿つて、区で用意した

資料および関係部課からの課題説明により、委員が共通認識を深めた上で、意見交換を進

めました。

各委員からは、それぞれの携わる分野や日頃関心のある事項などをもとに、望ましい区

の住生活に関わる施策のあり方について、様々な意見などが出されました。そうした意見

などを整理し、また、今後の住宅マスタープラン策定上で配慮すべき事項および住生活施

策検討に向けた懇談会としての提言を加えさせていただき、このほど、報告書としてまと

めたところです。限られた時間の中では、十分に議論を尽くせない面もありましたが、各

委員の熱意を反映したものですので、区の住宅マスタープラン策定委員会で策定作業を進

められる中で、最大限、尊重されることを希望します。

そして、更に、この住宅マスタープラン策定を契機に、住生活にかかわる数々の課題に

区民・事業者・行政が一丸となって取り組み、「ねりまらしい」解決策を見出していけるこ

とを強く望むところです。

結びにあたり、6か月間にわたり熱心に意見交換をしていただいた委員各位に感謝を申
し上げるとともに、時代に即応した意義ある住宅マスタープランが策定されることを祈念

し、冒頭のことばとさせていただきます。

練馬区住宅マスタープラン策定懇談会

平成 21年 12月

会長  藤本 昌也
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住生活施策検討に向けた課題

(1)国・都の住宅政策の動向を踏まえた課題
近年の国や都の住宅政策の動向を踏まえた課題は、次のとおりです。

※セーフティネット :経済的な危機に陥つても最低限の安全・生活を保障する社会的な制度や対策のこと。住
宅に関して用いる場合は、住宅に困窮する世帯であつても安定して居住空間を確保できるよう制度や対策を
講じることを示します。
※ス トック :ある一時点に存在する物。住宅に関して用いる場合、社会的な資産という観点から捉えた現存す
る住宅を示します。

○住宅政策の基本となる「住生活基本法」が平成 18年 6月 に制定され、住宅自体のみならず

居住環境を含めた住生活の「質」の確保・向上がよリー層重視されるようになりました。

○首都圏の直下型地震の懸念など大規模震災に備え「耐震改修促進法」が平成 18年 1月 に改

定され、木造住宅の耐震化について施策が強化されるとともに、「長期優良住宅普及促進法」

が平成 20年 12月 に制定され、安全で長持ちする家づくりを促進する流れにあります。

○また、低額所得者ほか、高齢者や子育て家族など、自力で住宅確保が困難な世帯が、各世帯

に適した賃貸住宅を確保できるよう「住宅セーフティネット法」※が平成 19年 7月 に制定

されたほか、住宅政策と福祉政策との連携・融合のもと、深刻化する高齢者問題の対応強化

に向け、「高齢者居住安定確保法」が平成 21年 5月 に改正されました。

○住宅市場とストック※のよリー層の活用の促進に向けて、平成 18年 12月 に「東京都住宅基

本条例」を改定するとともに、東京都住宅マスタープランを平成 19年に改定しました。

○平成 19年 3月 に「東京都耐震改修促進計画」が策定され、平成 27年度までの耐震化率を
90%とする目標を掲げ、住宅や建築物の耐震化を積極的に促進するものとしています。

○「あんしん入居制度」を拡充し、高齢者ほか障害者の居住・生活サポートの充実化を進めて

います。

○平成 12年 4月 の都区制度改正を受け、都内では都営住宅の各区への移管が進められていま

す。

国・都の住宅政策の動向を踏まえた課題

○これら国や都の政策動向を的確に捉え、その効果を活かせる住生活施策の検討・展開が必要

です。

○特に、住生活基本法の制定を踏まえ、本区においても住宅の“量"ではなく、区民生活の“質"

の向上という観点からの施策づくりを行うことが必要です。



表 1 住宅施策にかかわる国、都の主要な制度一覧

国の制度
制度名 制定・策定 概要

住生活基本法
平成 18年 6月
制定

住宅政策の根本となる新しい法律。人口減少社会
を見据え、従来の住宅政策であつた住宅の量の確保
から、住生活の質の向上へと目標を大きく方向転換。

耐震改修促進法
(建築物の耐震改修の促
進に関する法律 )

平成 18年 1月
一部改正

改正により、以下の点が盛り込まれた。
・耐震化を計画的に促進するため、国による基本
方針の策定、および地方公共団体による耐震改
修促進計画の策定
・建築物に対する指導等の強化や、耐震化の支援
制度の充実

長期優良住宅普及促進法
平成 20年 12月
制定

長期にわたり良好な状態で使用するための措置
が、その構造および設備について講じられた住宅の

普及を促進するために制定された。

住宅セーフティネット法

(住宅確保要配慮者に対
する賃貸住宅の供給の促
進に関する法律 )

平成 19年 7月
制定

低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子どもを
育成する家庭、その他住宅の確保に特に配慮を要す
る者に対し、賃貸住宅の供給を促進するために定め
たもの。

高齢者居住安定確保法
(高齢者の居住の安定確
保に関する法律 )

平成 21年 5月
改正

介護保険制度との連携を見据え、高齢者が入居し

やすい借家の供給や、持ち家のバリアフリー化を進
めることなどを目的に平成 13年に制定された法律。
改正の中心的テーマは、住宅のみならず、福祉施
設を含めた高齢者の居住確保にあり、住宅バリアフ

リー化の一層の推進とともに、デイサービスなどの

高齢者生活支援施設との一体的整備について制度を
強化。

都の制度

制度名 制定・策定 概要

東京都住宅基本条例
平成 18年 12月

改正

東京都住宅政策審議会からの答申「東京都におけ
る新たな住宅政策の展開について」を踏まえた改正。
この答申では市場やス トックの活用を重視した住宅
施策の方向を加速 し充実すべきとの認識が示され
た。

東京都住宅マスタープラ
ン

平成 19年 3月
改定

当計画では、以下の 3つの基本方向について具体
的な目標を掲げ、その実現に向けた施策の全体像を
体系的に示している。
・良質な住宅ス トックと良好な住環境の形成
・住宅市場の環境整備
0都民の居住の安定確保

東京都耐震改修促進計画
平成 19年 3月
策定

耐震改修促進法に基づき、平成 27年までの住宅や
建築物の耐震化の目標を設定L平成 27年までに住宅
の耐震化率を現状の約 76%から90%に引き上げるこ
とを目指す。

あんしん入居制度
平成 17年
改正

平成 13年 10月 より、高齢者が賃貸住宅に入居後、
安心して日常生活を送れるように健康面を見守るな
どのサービスを提供し、高齢者の円滑な賃貸住宅ヘ

の入居を支援。
改正により、対象者に障害者を加えるとともに、
窓日の拡充・利用料の減額などに対応。



(2)現行計画の進捗状況を踏まえた課題

練馬区住宅マスタープラン策定委員会から『第二次住宅マスタープラン (計画期間 平
成 13～22年度)』 で位置づけた住宅施策の進捗状況を踏まえた、今後の住生活施策の主

要な課題が、次のとおり示されました。

(施策の進捗状況については、参考資料 P23～ 31を参照)

施策の進捗状況を踏まえた課題

①住宅困窮者を対象とした低廉かつ適正な規模の住宅供給には継続して取り組む必要がある。

その中で、区営住宅整備にあたつては、都営住宅の移管について、今後、東京都と十分協議

するとともに、都営住宅からの移管以外の新たな手法についても研究が必要である。

②既存の融資制度の活用および国や都の助成制度の活用により、質の高い居住環境の実現に向

け、継続して取り組む必要がある。

③住宅の耐震改修等により、防災性の向上を図るなど、安全・安心な住宅づくりに継続して取

り組む必要がある。

④高齢者や障害者が安心して暮らせる住宅・住環境づくりには、国や都の制度の活用を図ると

ともに、福祉施策との連携を強め、継続して取り組む必要がある。

⑤安心して子育てができる住環境の整備には、引き続き取り組む必要がある。

⑥練馬区都市計画マスタープランや東京都住宅マスタープランのもと、適正な市街地整備に取

り組み、安全で快適な住環境形成の必要がある。

⑦農地や樹林などを保全し、自然と調和した環境に優しい住宅・住環境の整備に取り組む必要

がある。

③省エネ化や省資源化に配慮した住宅供給に、継続して取り組む必要がある。

③住宅相談や住宅・住環境に関する啓発活動の充実に、継続して取り組む必要がある。

⑩住環境保持のため、区民や NPOな どの民間団体との協働を更に促進させる必要がある。



(3)練馬区の住生活を取 り巻 く現況を踏まえた課題
『第二次練馬区住宅マスタープラン』策定以降に生じた住生活にかかわる主要な課題は、

以下のとおりです。

ア 少子・高齢化の進行への対応が必要
・練馬区の人口は増加傾向にあり、平成 21年 1月 1日 時点で 70万 3千人、平成 33年中に
74万人に達する見通しとなっています。

・このような状況の中で、高齢化は確実に進行しています。高齢者数の増加に伴い、一人暮

らし高齢者、高齢者世帯の増加をはじめ、低所得高齢者世帯も増加しており、これらを踏

まえた施策展開が必要です。

・一方で、区への人口流入の中心をなすファミリー世帯においては、住宅の広さが子育ての

負担となっており、子育てしやすい居住環境の確保が必要です。

図 1 人口推移と将来人口
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イ みどりの減少への対応が必要
・区の土地利用の内訳をみると、住宅用地の増加の一方で、農用地等のみどりにかかわる土

地利用は減少し、みどりで覆われた土地の割合である「緑被率」の減少が続いています。

・今後、人口増加に伴う住宅建設により、さらにみどりが減少していく懸念があり、住まい

づくりでの対応が必要です。

図3 土地利用構成比の推移
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図4 緑被率の推移
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ウ 大規模市街地整備プロジェク トを見据えた施策検討が必要
・今後、大江戸線の延伸や西武線の連続立体交差事業など、区内では大規模な市街地整備プ

ロジェクトを控えています。

・これら事業に伴い、分譲マンションをはじめ新たな住宅の建設が進むことが見込まれる中、

良好な住環境を確保するための施策展開が必要です。
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工 基本構想や長期計画、住生活にかかわる関連計画との整合を図りながら、施策連携によ
る取り組みが必要

・このほど策定された区政の最上位計画である「基本構想」や策定が進む長期計画との整合

を図ることが必要です。

・また、区民生活に重点をおいた住生活の観点からの施策展開が必要であることから、福祉、

みどり、環境、まちづくりなど関連する分野別計画と整合を図りながら、施策連携による

取り組みを進めることが必要です。

表 2 上位計画・関連計画の策定状況

制度名 計画期間 概要

○上位計画

基本構想
目標年次
平成 30年代
初頭

○ 区政運営の指針となる最上位計画。

・区民主体、地域コミュニティ重視のまちづくり

・区民と区との協働のまちづくり
。持続可能な区政経営の実現

長期計画 ※策定中 平成 22
～26年度

○ 新基本構想を踏まえ、5年間の計画目標や施策

体系を明らかにした計画。

(住宅にかかわる位置づけ)

・公共賃貸住宅を管理 0運用する
・良質な住まいづくりを支援する
・だれもが安心して暮らせる住まいづくりを促進

する

〇関連計画

都市計画マスタープラ
ン

平成 13
～32年度

○土地利用や交通、水・みどりなど、区のまちづ

くりの総合的な指針となる計画。

高齢者保健福祉計画・

介護保険事業計画
平成 21
～23年度

○高齢者が安全・安心して、いきいきと暮らせる

社会を実現するための基本目標や、取り組むベ

き施策を明らかにした計画。

障害者計画
平成 15
～22年度

○障害者が地域の中で自分らしい自立した生活が

できる社会をめざすための目標や施策を明らかに

した計画。区の各分野にわたる障害者関連施策を

体系化したもの。

なお、障害者福祉計画を内包している。

練馬区次世代育成支援
行動計画

平成 17
～26年度

○「次世代育成支援対策推進法」に基づき、子育

てにかかわる区の施策の方向性と事業計画を定

めた計画。

みどり30推進計画
平成 19
～28年度

○みどりが覆 う面積の割合 (緑被率)を 30%ま で

回復することを目指した計画。

○緑被率回復に向けた基本的な考え方や目標、事

業計画を定めている。

環境基本計画
平成 13
～23年度

○区の環境保全の理念と基本方針、取り組むべき

施策を明らかにした計画。

練馬区地球温暖化対策
地域推進計画

平成 21年度～
○区全体の二酸化炭素など温室効果ガス削減目標

や目標達成のための施策を明らかにした計画で

す。



2.住宅マスタープラン策定にあたって留意すべき事項
懇談会では、住生活にかかわる5つのテーマをかかげ、テーマごとに今後 10年間に取り組

む施策の方向性について議論を行いました。議論であげられた施策検討にあたって留意すべ

き事項は次のとおりです。

テーマ 1 【良好な住宅ストックの形成】
<検討項目>
○全国的にス トック重視の住宅施策へと転換が進む中、練馬区における「良好な住宅

ス トックの形成」への取組

○生活の安全・安心に直結する大規模震災への対応や住宅の長寿命化への対応

○今後さらなる建設が想定される分譲マンションヘの対応

○区営住宅の今後のあり方

留意事項>
(1)耐震化の継続的な取り組み
・耐震改修促進計画 (平成 19年 3月 )では、平成 27年の住宅を含めた民間施設の耐震改修
率を 90%と し、今後、3,700戸 の耐震改修が必要とされており (図 5参照)、 首都直下型地

震などの大地震の発生に備え、着実にこれら住宅の耐震化を図ることが重要です。

・そのため、今後とも耐震改修にかかわる周知、啓発活動を継続的に展開するとともに、一

般的なリフォームであっても耐震化の好機ととらえ、リフォームにあわせた耐震改修を促

すことも重要です。

図5 練馬区耐震改修促進計画の目裸設定

○住宅 耐震化率 現状 (平成 18年)76.5%⇒平成27年 90%

耐震化 220,700戸 (耐震化率 76.5%)l 未耐震 6718∞ 戸

未耐震30,4100戸

平成27年度

304,1∞ 戸

すでに耐震化されている住宅

平成i8年度

288,500アヨ

世帯増による

戸数増15,6∞戸

簡易補強

工事によ

る助成

総合的な取組みによ

り耐震 1しを促進すべ

き戸数  3=700戸

建替えにより耐震化

が見込まれる住宅

33,700戸

耐震化すべき住宅数37,400戸

出典 :練馬区耐震改修促進計画・平成 19年 3月



(2)避難空間の確保に向けた応急的な対応
・耐震改修相談や簡易耐震診断の利用がみられる一方で、住宅所有者が高齢である場合など、

実際の改修工事までに至らないケースが多い状況です。

・地震がおきた際、住宅内で身を守ることができる場所にとにかく避難することが重要です。

そのため、改修工事が困難な場合には応急的な対応として、住宅内での避難空間の確保を

促進することが考えられます。

(3)住宅の長寿命化には、まちづくりとの連携が不可欠
・長期優良住宅制度の運用が開始されたことを踏まえ、長期にわたり住宅を残していく以上、

地域は道路・公園等の都市基盤が整備されている必要があります。そのため、都市基盤の

整備が必要な地域を中心に、まちづくりとの連携のもとに長期優良住宅の展開を促進する

ことが望まれます。

・また、将来にわたり残る住宅だからこそ、単独的 0単発的な取り組みで終わるのではなく、

周辺環境と調和が図られ、地域全体のまちの価値を高めていくような住まいづくりが行わ

れるためにも、まちづくりとの連携が重要です。

(4)分譲マンション管理組合 と区とのネットワーク化の必要性
・これまで分譲マンション戸数は増加傾向にあり (図 6参照)、 今後も大江戸線延伸などの大

規模市街地プロジェクトの進行などに伴い、建設が進むことが予測されます。そのため、

建物の維持・管理、修繕あるいは更新・建替えなどにあたって生ずる、分譲マンション固

有のさまざまな問題が顕在化することが懸念されます。特に建て替えにあっては、開発業

者や建設業者などの協力が得られにくい規模の小さなマンションで、建て替えできないま

ま、老朽化が進むような例が増えることが考えられます。

・このような状況を踏まえ、各マンションにおいて諸問題を適切かつ予防的に対処できるよ

う、管理組合と、区やマンション管理士などの専門家、あるいは管理組合同士で対処法等

の情報を提供・共有化する仕組みづくりを行 うことが考えられます。

・なお、平成 15年度の「練馬区分譲マンション実態調査」以降、分譲マンションにかかわる

調査が行われていない状況にあります。そのため、近年の分譲マンションの維持 。管理に

かかわる実態把握を含めた施策検討が求められます。

図6 分譲マンション (持ち家・共同住宅)戸数の推移

140,000(ア )
<持ち家>

120,000

100,000

80,000

60,000

40,000

20,000

0

※分譲マンションは
持ち家かつ共同住
宅である専用住宅
数としたH15

出典 :

○分譲マンションは、

平成 10年から 1
5年の間に約 1.5
倍に。

○今後、区内で大規模

プロジェクトが展
開する中で、さらに
立地が進む可能性
がある。□その他

□共同住宅

□長屋建

□―戸建

H10

住宅・土地統計調査・平成 10年、15年



(5)民間賃貸住宅への対応の必要性
・区内の民間の賃貸住宅は、全住宅戸数の約 4割におよび、転貸など契約上の問題や居住者
の高齢化などの問題が生じている可能性があります。分譲マンション同様、賃貸住宅にお

いても実態調査をはじめ、適切な対応策を図ることが重要です。

(6)公的住宅による住宅セーフティネットの強化
・区は区民生活にもつとも密着した自治体として、誰しもが安心して必要な居住を安定的に

確保できる環境を整えること、すなわち、住宅セーフティネットの構築に積極的に取り組

むことが求められます。

・低所得者をはじめ、高齢者や障害者、子育て世帯の中には、賃貸住宅が借りられない、借

りていてもいつまで借りられるかわからないといった、不安な日々 をおくっている区民が

います。

・このような住宅に困窮した区民の住まいとして区営住宅などの公的住宅が果たす役割は大

きいものと考えます。たとえば、区営住宅の募集倍率は、一般世帯で約 60倍、単身世帯 (60

歳以上)にあつては 70倍近くあるなど、区営住宅への需要は高い状況です (図 7参照)。
・そのため、区営住宅などの区内にある公的住宅については、既存住宅の再整備や民間住宅

の借り上げなどを含めた確保をはじめ、より住宅に困窮する区民が優先して入居できるよ

うにするなど、住宅セーフティネットの強化を図ることが重要です。

図7 区営住宅の供給戸数と募集状況

2～ 3人世帯向
(5戸 )

単身者向(l DK)

(5戸 )

若年ファミリー向

(4戸 )

ひとり親世帯向

(5戸 )

一般世帯向

(10戸 )

0

※()は、募集戸数

◎供給戸数 793戸  ※平成 21年度末予定
⇒家族向け (2DK～4DK):779戸  ⇒単身者向け (60歳以上 lDK):14戸

◎入居率  98% ※空き戸数はすべて斡旋予定

◎募集倍率 42.1倍 ※平成 21年 5月募集

○一般世帯向で 60倍
近 <、 単身者向け (=
60才以上)で 70倍
近<の募集倍率とな
つています。



テーマ2 【練馬に住み続けられるための住まいづくり (高齢者・障害者)】
<検討項目>
○高齢者や障害者などが自宅ですみ続けるための対応

○高齢者や障害者を見守る体制づくり

○住宅に困窮する高齢者への対応

<留意事項>
(1)公的住宅による住宅に困窮する高齢者のセーフティネットの強化
・「低所得」「ひとり暮らし」といったことが民間賃貸住宅の貸主の不安材料となり、単身高

齢者が賃貸住宅への入居を断られるといつた事態も生じています。

・一方で、たとえば長きにわたり、区営住宅に応募しても当選せず、年を重ねる中で、貯金

も残り少なくなってきた方もいるという声もあり、高齢者の住まいとしての公的住宅への

期待は高いものがあります。

・そのため、区内の公的住宅については、テーマ 1の (6)でも触れたように既存住宅の再整備

などに取り組み、住宅に困窮する高齢者に対するセーフティネットの強化に取り組むこと

が重要です。

(2)民間事業者による高齢者向け住まいの確保
・今後とも高齢者数の増加が続き、その中には見守りや介護が必要な高齢者も増えてくるこ

とから、前述の(1)に ある公的住宅の取り組みに加え、民間住宅での高齢者の受け入れを促

進するとともに、ケア付き住宅など見守りや介護サービスを受けることができる高齢者向

け住宅の確保が求められます。

・賃貸主が高齢者の入居を拒む要因として、家賃滞納はもとより、孤独死となった場合には、

貸主にその後の処理について大きな負担がかかるばかりか、賃貸の仲介では重大な事実と

して告知され、借り手がつかない、さらには建物全体のイメージダウンなどにより、賃貸

住宅の資産価値が下がるといつたリスクもあげられます。

・そのため、民間住宅での高齢者の受け入れを促進するためには、家賃の保証をはじめ、ひ

とり暮らし高齢者の見守り、また、後の葬儀、家財等の片づけサービスの充実などを通じ

て、高齢者の入居に対する貸主のリスクを軽減することが重要です。

・あわせて、土地・建物所有者や事業者のメリットを考慮しつつ、福祉施策との連携のもと

に、高齢者向けの住宅づくりを促進することが重要です。

(3)自宅で住み続けたいというニーズヘの対応
・ずつと住み慣れ親しんだ地域、そして自宅に住み続けたいと思う区民が多くいます。実際、

区民へのアンケー ト調査では、持ち家一戸建てに住む高齢者の約 7割が「自宅に住み続け

たい」としています。また、高齢者の約 6割は、介護の場を自宅に望んでいる状況です。

[練馬区高齢者基礎調査 (平成 20年 3月 ) 図 8～ 10参照)。 ]
・このような区民ニーズに応えるためには、生活・身体状況にあわせた住宅改修を支援する

ことが求められます。住宅改修については、改修資金の融資あっせんや介護保険適用によ

る費用の支給といつた支援制度があるものの、高齢のため身体面や資金面で限りがあるこ

とから、制度が十分に活用されていない状況です。
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・そのため、体力・資力があるできるだけ早期の改修を促進する、あるいは年をとっても使

いやすい住宅づくりを促進できるよう、住まいづくりの重要性についての啓発や適切な情

報提供が重要です。

・あわせて、できるだけ在宅で介護や医療サービスを受けることができる環境づくりが必要

であり、介護・医療連携のもと、地域において、在宅サービスの充実に向けた体制づくり

や施設づくりに取り組むことが重要です。

図8 高齢者の住まい

住居の状況 :高齢者一般 (65歳以上 )

高齢者一般調査 (65
歳以上)では、約7
割の方が一戸建ての

持ち家に住んでいる

と回答しています。

0.31_9

出典 :練馬区高齢者基礎調査 (平成20年3月 )

図9 住み替え意向
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住み替えを考えたとき必要な広さ[高齢者一般(65歳 以上 )

図 10 介護への希望

自身の希望する介晨 :高齢者一般(65歳 以上)

サンプル数 n受 _223

出典 :練馬区高齢者基礎調査 (平成20年3月 )
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(4)障害者を含めた地域で見守る体制の構築の必要性
・高齢者あるいは障害者福祉施策は、国 0都ともに、入所型施設による対応から、在宅、そ

して地域で支える方向へと政策転換が進められています。

・一方で、町会や自治会の加入率は区平均で4割程度であり、高齢者や障害者の所在を地域
で把握することが難しい状況です。

・自治会・町会などの地域組織をはじめ、民生委員のこれまでの活動を活かしつつ、地域相

互扶助という考え方から「地域での見守り」「※エリアマネジメント」などの、高齢者や障

害者を地域で見守ることができる体制づくりが重要です。

※エリアマネジメント:地域における良好な環境や地域の価値を維持・向上させるための住民・事業者・

地権者等による主体的な取組みをいう。

(5)施策連携の必要性
・ (3)に述べたように、高齢者や障害者にかかわる福祉の施策が、在宅あるいは地域へと進む

ことで、今後は、よリー層、住宅施策と福祉施策との連携を図ることが求められます。

・そのため、高齢者あるいは障害者の暮らしを支えるという観点から、多くの要素を取り込

んだ施策として検討し、展開していくことが重要です。

(6)地域で住み続けられる施策の必要性
・新たに高齢者の転入を促すということではなく、区に居住する高齢者やこれから高齢期を

迎える区民が、地域で、自立的して、安心して住み続けることができる観点から、施策を

展開することが重要です。
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テーマ3 【さまざまな世代・世帯がともに住み続けられる住まいづくり】
<検討項目>
○持続的な社会を構築するため、高齢者、子育て世帯をはじめ多種・多様な世代・世帯

が住み続けられることができる住まいづくり

○高齢化が進んでいる地域への対応

<留意事項>
(1)世代バランスのとれた地域社会の形成
・練馬区の人口は増加傾向にあり、ファミリー世帯を中心とした転入が進んでいます。この

結果、高齢化で高齢者数は増加 しますが、一方で、年少人口 (15歳未満)や生産年齢人口

(15歳以上 65歳未満)は維持できるものと予測されています (1.(3)ア 参照)。
・ しかしながら、このような人口動態には、区内一律ではなく地域でばらつきがあることか

ら、特に高齢化が進んでいるような地域では、ファミリー世帯の入居を促し、高齢者世帯・

ファミリー世帯等が共に住み続けられる環境づくりが求められます (図 H～ 12参照)。

図 11 町丁別の高齢者のいる世帯の割合

出典 :国勢調査 0平成17年

図 12 町丁別の 18歳未満親族のいる世帯の割合

出典 :国勢調査・平成 17年
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(2)集合住宅団地再生への取り組み
・前述の (1)にみるように、地域で高齢化の進み方が異なります。特に、集合住宅団地な
ど一時期に開発された地区は、同じような世代が入居していることから一気に高齢化が進

む可能性があり、すでに高齢化が深刻な地区がみられます。

・団地の施設も築 30年以上が経過したものが増加してきており、今後、施設の計画的な修繕、

さらには、建て替えが必要となる団地が多数あるものと予測されます。

・そのため、高齢化、そして老朽化が進む集合住宅団地では、まずは、計画的な修繕を通じ

て、そして必要な場合は建て替えにより、施設を耐震化するとともに、新しい居住者を呼

び込むことができる団地へと再生することが重要です。

・民間の住宅においても一団の分譲集合住宅などでは、計画的な修繕や建て替えにかかわる

ノウハウや資金面などにおいて、円滑な建て替えを支援することが重要です。

・また、団地再生にあたつては、コミュニティ施設や子育て支援施設、介護施設、クリニッ

クなどを複合し、さまざまな世代・世帯の暮らしを支える地域の生活拠′点として整備する

ことが考えられます。

(3)公共性を持つた住まいづくりの促進
・誰しもが安心して必要な居住を安定的に確保できるという住宅セーフティネットの考え方

を踏まえ、子育てのしやすい住まいをはじめ、高齢者や障害者の住まいづくりを、個人だ

けに任せるのではなく、『公共性を持つた住まい』として確保することが重要です。

・一方で、地権者の資産活用にあたっては、市場の採算性や経済性を重視し、一般的な住宅

として供給されることが多い状況です。

・そのため、地権者や事業者の理解のもと、住宅・福祉等の多様な施策連携を図るとともに、

コミュニティづくりに役立つ※コーポラティブ住宅に取り組むなど、地域住民、地権者・

事業者、区の協働による公共性を持った住まいづくりを進めることが望まれます。

※コーポラティブ住宅 :住宅を計画・設計する段階から居住者が集まり、お互いに相談・協力しながら住ま
いづくりに取り組む、参加型の手法によりつくられた住宅です。

(4)親元近居の促進
・ひとり暮らしや夫婦のみで暮らす高齢者世帯が増えることは、持ち家や賃貸、戸建て、集

合住宅を問わず、将来的には孤独死といった問題を引き起こす要因となるものと考えられ

ます。                        `
・そのため、テーマ2(4)に あるように、高齢者を地域コミュニティが見守ることが重要
となりますが、何よりも、ひとり暮らしや夫婦のみで暮らす高齢者の家族ができるだけ見

守ることがまずは必要となります。

・そこで、区外居住者は、区内へ、区内居住者はより親の近くへ、親元への近居を促進する

ことが重要であり、多種 0多様な世代・世帯づくりにもつながるものと考えます。

・親元近居の促進に向けては、戸建て住宅の多世代化をはじめ、不動産情報や資金面などに

おいて近居物件の取得しやすい環境づくりを進めることが考えられます。

・また、高齢化や老朽化が進む団地内では、近居世帯が入居できる住戸が確保できるよう、

前述の (2)にみる集合住宅団地再生をはじめ、空き室を有効活用しつつ、世帯構成や生
活状況に応じた間取りや低い階への住み替えを促進することが考えられます。
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テーマ4 【みどりを守り育てる住まいづくり】
<検討項目>
○今後も人口増加が見込まれる中で、できる限りみどりを維持するための対応

○農地や既存樹林地を活かした住宅づくり

留意事項>
(1)開発 0建築における緑化誘導策の強化
・『練馬区みどりを愛し守りはぐくむ条例』※により、開発区域が300ぽ以上の開発行為や、

建築は、条例に定める基準を満たす緑化が義務づけられています。

・『みどり30推進計画』の実現に向けて、緑化義務の対象とならない開発行為や建築におい

てもできる限り緑化を誘導するための方策が求められます。

※練馬区みどりを愛し守りはぐくむ条例 :みどりの保全および創出について、区、区民、事業者の責務や、

保全・創出のための施策を定めた条例

(2)みどりを育て、守る活動の促進
・農地・緑地を保全するなどで、自然環境が壊されないようにすることに対する区民意識は

高い状況です。 (参考資料 P32参照)
・条例による緑化義務は、開発行為や建築時によるもので、既存の住宅の緑化を対象として

おらず、また、開発・建築後のみどりの維持・管理を誘導するものでもありません。

・ しかし、一方で、みどりが育つことで緑被率は高まり、マンションのベランダを使つたガ

ーデニングなど個人の緑化活動が盛んになることは、一体的なみどりを生み出すことにつ

ながります。

・区民が各自の住まいでできる緑化活動を通じて、みどりを育て、守ることが重要であり

『緑化協力員』※や『練馬みどりの葉っぴい基金』※、『みどりの協定』※などの既存施

策を活用しつつ、区民による住まいの緑化活動をよリー層支援・促進することが求められ

ます。

※緑化協力員 :みどりの保全および創出の推進、知識の普及、意識の啓発等の活動を先導する役割を担う区
民。公募により委嘱された約1∞嗜が活動
※葉つぴい基金 :区民の緑化活動に対する助成、民有の樹林地等の保全や取得などを行うための基金。平成
21年3月 現在、基金積立額鋪お,∞0万円
※みどりの協定 :『練馬区みどりを愛し守りはぐくむ条例』に基づく制度。区民の団体と区が協定を締結し
て5カ年計画で区域内の緑化を推進していくもの。

(3)公共空間の緑化の推進
・『みどり30推進計画』の実現には、道路や公園、公共公益施設など公共空間の緑化が必要

であり、区営住宅をはじめとした公共住宅においても緑化を推進していくことが重要です。

・また、公共空間の緑化にあたつては、住民参加による公園整備といつた地域コミュニティ

の醸成に役立つみどりづくりや、既存の樹林地や草地などを活かし取り込んだ施設づくり

など、区民の緑化活動を先導するみどりづくりに取り組むことが重要です。(次項の参考事

例参照)
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(出典 :練馬区公園緑地課 )
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(4)み どりの保全・倉J出の仕組みを組み込んだ新しい住宅づくりの促進
・区内では、農地や樹林地が相続等を契機に住宅へと転用されるケースが多くみられます。

このような資産活用にあたっては、市場の採算性や経済性が重視されることが実情です。

・みどりを特徴とする練馬区の住まいとして、できるだけ現存する農地や樹林地を残し、活

かした、みどり豊かな住宅づくりを促進することが重要です。

・市民緑地制度や定期借地権制度を活用しつつ、農地や樹林地を各敷地にとり込みながら、

一体的に保全するなど、住まいづくりの中で新しいみどりの保全・創出の取り組みを促進

することが考えられます。

(5)地域特性を踏まえた施策検討
・練馬区は、区の東西で大きくみどりの分布状況が異なっています。東部では農地や樹林地

のまとまった緑地が少なく、宅地内の小規模な緑地が分布している状況であり、既存住宅

でいかに緑化を促進するかが重要です。一方、西部では比較的まとまつた農地や樹林地が

多く、これらの緑地の保全や活用が重要となってきます (図 13参照)。

・このような地域ごとの緑地の状況を踏まえ、その状況にあった施策を検討していくことが

求められます。

図 13 みどりの分布状況
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/AN園に、農地は北西部地域に比較

的まとまつてみられます。

出典 :練馬区みどりの実態調査・平成18年



テーマ5 【低炭素社会・循環型社会に貢献する住まいづくり】
<検討項目>
○自宅の省エネ化促進への対応

○環境に優しいライフスタイルの実践への取り組み

03Rを 基本とした循環型社会への転換
※3R:リ デュース (ツト出抑制)、 リユース (再利用)、 リサイクル (再資源化)

留意事項>
(1)環境にやさしい住宅設備導入への支援強化
0区の二酸化炭素ツト出量の約 45%は家庭からによるものであり、省エネ性能を高めるといつ

た環境にやさしい住まいづくりが重要です (図 14参照)。

・その一つの取り組みとして、太陽光発電システムなど、環境負荷低減につながる設備の導

入が考えられますが、新築や改修などをきっかけに導入するケースが多い状況です。

・耐震改修についても、住宅所有者が改修を契機に設備の導入を検討する場合がみられます。

しかしながら、耐震改修にあっては、太陽光発電を設置する場合、通常の地震力に加えて

パネル設置に伴う荷重の増加にも耐えるよう、より強い構造補強が求められ所有者の負担

が増える可能性があります。

・一般の既存住宅であっても、太陽光パネルの設置に伴い構造補強が必要なケースもあり、

環境にやさしい住まいづくりへの機運をつなぎとめ、実際の設備導入へとつなげていくた

めの支援の充実が求められます。

図 14 区の二酸化炭素排出量部門別構成 (平成 17年度 )

―般廃棄物
1。7%

出典 :練馬区地球温暖化対策地域推進計画・平成214円月
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(2)健康にやさしい住まいづくりの促進
・『環境』という観′点からは、地球環境のように各住宅が外部環境におよぼす影響のほか、そ

こに住まう居住者への影響も十分に考慮することが必要です。

・建材には多数の化学材料が使用されており、その化学物質が人体に悪影響をおよばす『シ

ックハウス症候群』が知られていますが、多くの建材は、『シックハウス症候群』を引き起

こす有害物資の発生を抑えたものとなっています。

・しかしながら、これらの建材は全く化学物質を発生しないわけではなく、今後、気密性の

高い住宅建設が進む中で、『シックハウス症候群』ほか、建材に起因した『アトピー性皮膚

炎』や、『化学物質過敏症』などの問題が引き起こされる危険性もあります。

・そのため、適切な気密性を確保するとともに、自然素材 (木、石、紙など)を積極的に取

り入れた健康配慮型の住宅づくりを促進することが重要です。

・さらに自然素材の活用にあたつては、特に日本の地場産材の活用を促進することで、材料

の輸送にかかわる二酸化炭素の排出量を抑え、地球環境により貢献することが考えられま

す。

(3)環境にやさしい住まい方・住まいづくりの機運づくり

・太陽光発電など環境負荷低減につながる設備の導入については、民間事業者の営業活動が

活発化する一方で、関心があつても営業活動を敬遠し、その結果、導入していない区民も

みられます。 (区民の省エネの関心については、参考資料  P32を参照)

・そのため、設備導入にかかわる支援制度といつた情報はもとより、費用面でのメリットや、

環境負荷低減への貢献度などについて、区民が設備の導入を判断できる十分かつ信頼でき

る情報提供を行うことが重要です。

・また、家庭に限らず、職場、学校を含め、環境にやさしいライフスタイルの実践が必要で

あり、特に次世代を担う子どもたちに教育を通じて環境意識を根付かせることも必要です。

・練馬区は地方公共団体として、環境負荷低減の取り組みにかかわる相談・情報提供ととも

に、子どもたちの環境教育に積極的に取り組むことなどを通じて、環境にやさしい住まい

方・住まいづくりを普及・啓発し、区民の機運を高めていくことが求められます。
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3.新たな住生活施策検討に向けた提言
『1.住生活施策検討に向けた課題』や『2.住宅マスタープラン策定にあたって留意す
べき事項』を踏まえ、以下の事項を重′点的な課題として、今後、必要な施策を検討されるよ
う、提言します。

(1)資産活用の機会を活かした高齢者向け住まいの確保促進
(2)マンション問題対策の強化
(3)住生活にかかわる相談窓□機能の強イヒ
(4)生活の質を高める住まいづ<りの促進

(1)資産活用の機会を活かした高齢者向け住まいの確保促進

<提言 >
一

一 一 一 一 一 ― 一 一 一 一 ― ― ― ― ― ― ― 一
一 一 ― ― 一 一 一 一

―

Iボ
羅

ぞ Uぢ ど ご 活 薬 だ

‐

1

「高齢期の住まいをどのように確保していくのか」、テーマ 2に

議論した事項です。その中では、住宅セーフティネットの構築に向け区営住宅の積極的な確

保を第一としつつ、民間施設の有効活用の必要性や活用促進策についても議論を行つたとこ

ろです。

一般に住宅づくりにあたって市場性や経済性が重視されることに加え、孤独死など、そも

そも高齢者に住宅を貸すことにリスクがあることから、土地・建物所有者が高齢者向けの住
宅として建設、経営、あるいは公共住宅として貸し出すといった例は少ない状況です。
そこで、民間施設を活用した高齢者向けの住まい確保に向け、テーマ 2に掲げた留意事項
を包括的に捉えつつ、土地・建物の所有者の資産活用の機会に、高齢者向けの住まいづくり

を促す施策づくりに取り組むことを提言します。

<施策検討の方向性>
◎高齢期の住宅確保施策の制度確立に向けた研究・検討を行う。
◎資産活用意向への配慮や、貸主のリスク回避策などを組み込み、土地・建物所有者が取り
組みやすい施策とする。

◎住宅 0福祉施策の連携のもと、資産利活用にかかわる相談、ニーズの掘り起こしから、実
際の住宅供給・管理・運営に至るまでを包括するような形の施策として構築する。
⇒参考イメージ P33を参照
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(2)マンション問題対策の強化

<提言 >

区内の住宅の 7割近くが集合住宅であることに加え、集合住宅が都区部の有力な住宅形態
であり、今後も増加する人口の受け皿を担い続けることが予測されます。あわせて、大規模

な市街地整備プロジェクトの実施に伴い、集合住宅の建設にさらに拍車がかかる可能性もあ

ります。

そのため、テーマ 1にみる分譲住宅や賃貸住宅にかかわる留意事項への対応については、

今後よリー層重要性が高まるものと考えます。

そこで、マンション (集合住宅)問題については、「ねりま未来塾」などの既往の取り組み
を活かしながら、分譲・賃貸に問わず、できるだけ早期に対応を検討・実施し、問題の顕在

化を予防 0抑制することを提言します。

<施策検討の方向性>
◎分譲・賃貸マンションの実態およびニーズの把握するための調査を実施する。

◎「ねりまマンション未来塾」の情報発信、相談窓口機能など、第二者的アドバイス機関と

しての充実を図る。

◎区に登録した管理組合等との情報ネットワーク構築により多様な情報提供を図る。

⇒参考イメージ P33を参照

(3)住生活にかかわる相談窓口機能の強化

<提言 >

テーマ 2にみるように、高齢者や障害者が安全・安心にそして快適に暮らすことのできる

住まいづくりには、住宅施策だけではなく、福祉施策との連携が重要です。

このような施策連携は、高齢者や障害者の分野に限らず、テーマ 4のみどり、テーマ 5の

環境の観点からの住まいづくりにおいても、各々みどりや環境の分野にかかわる施策との連

携が欠かせません。

区民が住まいづくりに取り組むにあたつて、これら各分野で個別に情報提供や支援が行わ

れるのではなく、住生活の施策としてできるだけ一元的なサービスとして提供されることが

望まれます。

そこで、多分野での施策連携を念頭に、区民のもつとも身近な区との接点となる住生活に

かかわる相談窓口について、その機能強化を進めることを提言します。

<施策検討の方向性>
◎住生活にかかわる多種そして複雑な制度の概要を分かりやすく説明し、相談内容に応じて

担当課を振り分け、つなぐことのできる体制づくりを構築する。

⇒参考イメージ P34を参照
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(4)生活の質を高める住まいづくりの促進

<提言 >

1  住まいづくりを、住宅に限らず生活環境という視点から捉えることが、本懇談会の議論の I
I 基調となっています。                                |
|   その現れとして、テーマ 2の高齢者や障害者の見守りをはじめ、テーマ 4やテーマ 5では

|

1  区民の緑化活動や環境共生にかかわる機運づくりを重視しており、 2章であげられた留意′点
|

|  の多くが、居住者あるいは地域による活動や仕組みづくりに関係した内容となっています。 |
|   これらの留意′点については確たる解決策を示せるものではありません。しかし、単に住宅 |

|  を建設するのではなく、地域が取り組む生活の質を高める取り組み (例示を参照)があわさ |
|  ることで、住生活の課題について、その解決の糸国が見出されるものと考えます。     |
|  そして、地域住民・地権者・事業者・行政が一致団結し、創意・工夫のもとで導き出され |

|  る解決策こそが「ねりまらしさ」と捉え、住宅づくりにあわせた生活の質を高める取り組み
|

|  を促す施策づくりに取り組むことを提言します。                    |

<施策検討の方向性>
◎住宅づくりにあわせ、地域の特性や居住ニーズに対応した生活の質を高める取り組みを促

進する。

～取り組みイメージ～

・終の棲家となるマンションづ<りと、健康・福祉・商業連携による生活・介護サービスの展開
・既存樹林地・農地を取り込んだ住宅づ<りと、みどりの管理・育成活動の展開
・集合住宅団地再生と、子育て・エコ・芸術など住まい方の志を同じ<するコミュニティづ<り

◎住宅・福祉・みどり・環境・まちづくり (都市計画等)な どの分野をまたがる横断的な取
り組みの場合でも、適切な支援を必要に応じて受けることができる施策として検討する。

◎講座・セミナーなどの充実により、生活の質を高める住まいづくりの実践について地域住

民・地権者・事業者の啓発を図る。

◎特に地権者には、生活の質を高める住まいづくリヘ貢献する資産活用について啓発を図る。

◎顕彰などにより、先進的な取り組みを広く情報発信し、練馬モデルとして普及促進を図る。
⇒参考事例 P35を参照

■住宅とソフトな取り組みによる「ねりまらしい」住まいづくリイメージ

みどりづ<り

コミュニティ

22

ねりまらしさ



現行計画の施策の進捗状況

『すべての区民が快適な住環境の下で、

豊かな住生活を享受できる住宅に住み籠り引餞鉤 ように、

まちづくりと運動して、住宅づくり、住環境づくりを進めます.

基本方蝋 2)区民のだれもが安心して生き生きと暮らせる住まいとまちづくりの実現

<参考資料 >

1 現行住宅マスタープランの検証結果
(1)施策の進捗状況

基本方針(1)ゆとりある住まいづくりの実現

①ライフステージ
ごとに菫正な
負担で買の高
い住生活を確
保できる住まい
づくり

〇区営住宅の維持管理 :指定管理者制度の導入などで、適切に進んでい
る。
○区営住宅の整備 :計画期間中の目標量達成に向け継続中である
⇒整備量の多くは都営住宅の移管によるものを想定している。
→区内にある都営住宅のうちで、区営住宅としての諸条件を満たすも
のが少なくなつている。

③質の高い居住 |〇長く住み続けられる住宅とするための支援策として、住宅修築資金あ
環境の実現写 | っせんを行っている。日標量に満たないが、制度は浸透してきている。

日精
握体
|〇覇羹旗喜昌歯ぞ長をFの

住宅の設備・構造などについては、必要な情

①障害者や高齢 |〇高齢者世帯向けの住宅 :

者をはじめsだ |    一括借上げ方式の見直しによる供給を検討しているが、代わるよ
れもが不安な |    うな供給方式については研究段階に留まっている。
く健やかに暮 | →介御聯飾ll■による犠 嗜轟姥人ホームなどの篇働鶴建鏑絶の自動嶽
らせる住宅・住 |○障害者向けの住宅 :グループホーム等の整備は、ニーズの急速な伸び
環境づくり  | に合わせ、当初の計画を上まわってはいるが、さらに整備促進を図る

必要がある。
○バリアフリーやユニバーサルデザイン化 :普及が進んでいる。

②
鐸き贈避二覆|°象言傍覆塞諸葬縁学苫ξ炉

祉サービス施設の併設も視野に入れ、
づくり

東京

9y:墨ミξふ|○雷嘗崖墓蓬暮瓦薄Ei屏嚢季f凛書醤雰[員鱈警温詈循讐慮得思彗得
づくり    | っている。

○東京都などの融資制度を活用した支援を想定していたが、融資制度の
紹介段階に留まっており、新たな支援策については、研究段階にある。
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①区民が安全・
快遭に暮らせ
る住まいとまち
づくり

○密集市街地整備事業 :老朽住宅の建替えや公園整備については、計画
量の 40～60%程度だが、他分野では、計画どおりに進んでいる。
○都市防災不燃化事業 :目標量達成に向け、事業を継続している。
○平成 19年度から住宅の耐震改修助成制度を開始し、制度が浸透してき
ている。
○「みどり30」 計画を踏まえ、「生け垣設置」に対する助成をはじめ、み
どりを保全する施策が進められている。

③区民と協働し
たまちづくり

○練馬区まちづくり条例に従つて、地区計画制度では、住民提案による
計画づくりも進められている。
○区民や学識経験者などで構成される「福祉のまちづくりを推進する区
民協議会」との連携や、マンション管理士会と連携したマンション管
理に関するセミナー「未来塾」の定期的な開催など、区民等との協働
が進んでいる。
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(2)施策ごとの達成状況

達 成 状 況

1 良好な住まいづくりの推進
良質な住宅ス トックの形成

口公営住宅の整備 △

・特定優良質貸住宅制度を活用した住宅の整備 ▲

・公共賃貸住宅の整備 △

・良質な民間賃貸住宅の建設、建替え誘導 ▲

・良質な持ち家取得の支援 △

・規制・誘導等による住宅・住環境の質の向上 △

・定期借地制度等の研究 △

住宅ス トックの有効活用

・公共賃貸住宅の適切な維持管理 △

・分譲マンションの適切な維持管理の誘導 △

・住宅の設備改善・修築、中古住宅取得の支援・誘導 △

多様な供給主体との連携 △

高齢者世帯 口障害者世帯の住宅の確保

・高齢者向け住宅改善の促進 ○

・高齢者向け住宅の確保・整備 △

・高齢者向け優良賃貸住宅の供給の支援 (H13～実施) △

・高齢者世帯の持ち家資産活用方策 △

・障害者向け住宅改善の促進 〇

・障害者向け住宅の確保・整備 〇

2 良好な住環境の整備・保全
都市基盤の整備

・密集住宅市街地整備促進事業の推進 ○

・駅周辺の拠点機能の向上 ○

口生活拠点整備の推進 △

・道路 口公園等の整備 △

・土地区画整理事業の推進 〇

・地区計画制度の活用 〇

・地域地区制度の適正運用 △

生活環境の保全と改善

・住宅・住環境における防災性の向上 △

・高齢者 口障害者が安心して行動できる住環境整備の促進 〇

・子育て支援施設の整備促進と地域サービスの充実 △

・住宅の緑化 △

口環境に配慮し循環型社会に対応した住宅建設の促進 △
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3 住宅・住環境整備のための仕組みづくり
住まいに関する情報提供体制の充実

・区民への住宅関連情報の提供体制の充実
口住宅・住環境整備のための啓発活動の実施

施策推進体制の整備

・住宅施策推進組織・体制の整備
口住宅・住環境整備のための財源確保

０

△

▲

例凡 計画目標を達成

継続中

状況変化により見直し

達成状況

達成項目

未達成項目

9項目 (達成率 27.3%)
24項目 (達成率 72.7%)
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第二次住宅マスタープラン計画事業の実施状況

1 施策 :良質な住まいづくりの推進
何}良質な住宅ストックの形成 (  )内計画事業量   ※は、「関連事業」
事 業 名

目 標 事 業 量

平成 12年度末 前期 (13～ 17) 後期 (18～ 22) 22年度末 状況説明 所 管 課
区営住宅の整備

(都営住宅の移管)
384戸

237戸

(300戸 )

151戸 (18～ 20)

(350戸 )

793戸 (見込)

(1,034戸 )

移管できる都営

住宅が少ない (住宅課 )

特定優良賃貸住宅制度を

活用した住宅の整備
3,500戸

163戸

(都民住宅2,600戸 )

-32戸

(都民住宅 2,600戸 )

31631戸

(都民住宅 8,700戸 )

H17よ り新たな建設

はなし。(建替は有) (住宅課)

公共賃貸住宅の供給促進 約 211600戸
1,825戸

(41570戸 )

11101戸 (18～ 20)

(41570戸 )

25,000戸 (見込)

(301670,ヨ )

用地取得等が困

難で限りがある (住宅課)

民間賃貸住宅の建設支援

(優良民間賃貸住宅) 約 3,650戸

0戸

優良民間賃貸住宅

(3,000戸 )

0戸

優良民間賃貸住宅

(3,000,日 )

0戸

優良民間賃貸住宅

(9,650戸 )

融資制度等の活用

を想定したが、紹介

程度に留まつてい

る (住宅課 )

持ち家取得の支援 (5,000戸 ) (4,550戸 ) (9,650戸 )

(平成 13～ 22年度)

融資制度等の活用

を想定したが、紹介

程度に留まつてい

る (住宅課)

集合住宅指導要綱の制定
(検討・制定)

18年 4月

まちづくり条例施行

18年 4月

まちづくり条例施行

融資制度等が整わ

ず、有効な支援内容

が構築されない (建築調整課 )

(2)住宅ス トックの有効活用

公共住宅の適切な維持

管理

区営住宅は区で管理

他施設は所管に要請

(要請)

区営住宅は 18年度指定管

理者制度導入

他施設は所管に要請

(要請 )

区営住宅は18年度から指

定管理者制度導入

他施設は所管に要請

(要請) (住宅課 )
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分譲マンションの適正

な維持・管理の誘導

15年度実態調査実施

(実態調査と施策の検討)

15年度実態調査実施

(実態調査と施策の検討 ) (住宅課 )

住宅修築資金融資あつ

せん
411件

26件

(110件 )

(高齢者・障害者

5件 (18～20実績)

(110件 )

世帯を除く)

5件 (見込 )

(631件 )

関心は高いが融

資実行は少ない

(住宅課)

※戸建住宅の耐震改修

助成

19年度から実施

(19～ 20)

診断 155棟
設計 157棟
工事 112棟

21～ 22(見込 )

診断 207棟
設計 194棟
工事 127棟

関心があり件数

は増加傾向にあ

る

(建築課)

13)高齢者世帯・障害者世帯の住宅の確保
住宅修築資金融資あつせ

ん (高齢者・障害者世帯)
423件

24件

(120件 )

8件 (18～20実績)

(120件 )

462件 (見込 )

(653件 ) (住宅課)

住宅改修費の給付

(介護保険 )

7,943件

(2,070件 )

4,583件 (H18～20実績 )

(2,070件 )

12,526件 (H13～ 20)

(4,140♯卜)

介護保険制度の浸

透による給付増加 (介護保険課 )

高齢者自立支援住宅改

修給付

4,362件

(1,800件 )

1,274件 (H18～20実績)

(1,800♯卜)

6,479件

(3,600件 )

介護保険制度の浸

透に伴い給付増加 (在宅支援課)

高齢者集合住宅等の整

備

140戸

(311戸 )

(居室借上型 150戸 )

(都営併設型 130戸 )

(居室借上型 110戸 )

(都営併設型の要請 )

(701戸 )

D介護施設等の整

賄を進める中で、

わり方を検討

Э都には適宜要請

(住宅課 )

(地域福祉課 )

認知症・高齢者グルー

プホームの整備 (15人 )

126人

(52人 )

171人 (18～20実績)

(13人 )

866人 (見込)

(80人 )

認知症高齢者の

大幅増加 (高齢社会対策課 )

高齢者向け優良賃貸住

宅の整備
都助成 26戸 (区助成  検討)

(公団・要請 50戸 ) (公団・要請 50戸 )
(区助成  検討)
(公団・要請 100戸 )

公団等には適宜

要請 (住宅課)

(地域福祉課 )

身体障害者 (児)住宅
設備改善費助成

464件

(500♯卜)

200件 (18～ 20実績)

(500件 )

800件 (見込)

(1,000件 ) (総合福祉事務所)
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車いす使用者向け住宅

の整備
83戸

2戸

(都営住宅・要請 20戸 )

2戸

(都営住宅・要請 20戸 )

90戸 (見込 )

(123戸 ) (総合福祉事務所)

障害者グループホーム

(生活寮)の整備

区型 2ヶ所

(区型 2ヶ所 )

都型 5ヶ所
(都型 5ヶ所)

グループホーム

17ヶ 所

(都型誘致 2ヶ所)

(18～20実績)

区型移転新築 lヶ 所
(区型改築 lヶ所)
グループホーム・

ケアホーム  19ヶ所
(都型誘致 lヶ所)

(見込 )

区型 2ヶ所

(区型 2ヶ所 )

グループホーム42ヶ 所

(都型 8ヶ所) (障害者施策推進課)

2 施策 :良好な住環境の整備・保全

"}都
市基盤の整備

密集住宅市街地整備促

進事業

継続地区 3地区

建替助成 242戸

公園整備 2,430r

継続地区   3地 区
(3地区)

うち事業終了 1地区
(1地区)

建替助成   53戸
(340戸 )

公園整備  1,540耐
(6,100:デ )

継続地区   2地 区
(2地区)

うち事業終了 0地区
(1地区)

建替助成   44戸
(175戸 )

公園整備  4,512ぷ
(5,600ぷ)

新規地区   1地 区
(1地区)

(整備計画策定)

継続地区   3地 区
(3地区)

うち事業終了 1地区
(2地区 )

建替助成   339戸
(757戸 )

公園整備  8,482ぷ
(14,130『引:)

新規地区   1地 区
(1地区)

(整備計画策定 )

(東部地域

まちづくり課)

優良建築物等整備事

業・都心共同住宅供給

事業

建築物助成 6棟

(建築物助成 6棟)

建築物助成 1棟
(建築物助成 4棟 )

建築物助成 0棟
(建築物助成 2棟 )

建築物助成 7棟
(建築物助成 12棟 )

合意形成に時間

を要する (まちづくり

推進調整課)

土地区画整理事業

事業完了 7地区
(7地区)

事業中  4地区
(4地区)

事業完了   5地 区
(5地区)

事業完了   2地 区

“

地区)

事業中    1地 区

事業完了   14地 区
(16地区)

事業中    1地 区

合意形成に時間

を要する

(まちづくり

推進調整課)
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地区計画制度の活用

計画管理 14地区

(14地区)

都市計画決定 4地区
(3地区)

計画管理開始 4地区
(3地区)

累計  18地区
(17地区)

都市計画決定 4地区
(3地区)

計画管理開始 4地区
(3地区)

累計  22地区
(20地区)

都市計画決定 23地区
(6地区)

計画管理開始 37地区
(20地区)

(まちづくり

推進調整課)

幹線道路沿道の環境保

全と整備 (沿道地区計

画制度の活用 )

計画管理 4地区 都市計画決定 1地区
(3地区)

計画管理開始 1地区
(3地区)

累計   5地 区
(7地区)

計画管理   5地 区
(7地区)

都市計画決定 1地区
(3地区)

計画管理   5地 区
(7地区)

(まちづくり

推進調整課)

都市防災不燃化促進事

業

不燃化促進指定

1地区

事業導入調査

1地区

建築物不燃化助

成     8棟

事業開始   1地 区
(1地区)

累計   2地 区
(2地区)

建築物不燃化助成

29棟

(30棟)

事業完了   1地 区
(1地区)

建築物不燃化助成

7棟

08榊

事業完了   1地 区
(1地区)

建築物不燃化助成

44棟

(56棟)

建主側との調整

に時間を要する

(まちづくり

推進調整課)

(2)生活環境の保全と改善
住宅修築資金融資あつ

せん (環境配慮型) (20件 ) (20件 ) (40件 )

関心はあるが実

数は不明 (住宅課)

環境共生住宅の建設

区営住宅 検討
都営住宅・要請

1棟

区営住宅 検討
都営住宅・要請

1棟

区営住宅 検討
都営住宅・要請

1棟

環境にやさしい住宅づ

くりの促進 (公庫加算) (70件) (70件 ) (1401時1)

※地球温暖化対策住宅

用設備補助

18年度から実施

276件 (18～20実績) 780件 (見込 ) (環境政策課)
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※屋上緑化助成事業
17年度から実施

46件 (17～ 20実績) 70件 (見込 ) (公園緑地課 )

※生け垣化助成事業 昭和 54年度から実施 112件 (18～ 20) 200件 (見込 )
(公園緑地課 )

3 施策 :住宅・住環境整備のための仕組みづくり
何)住まいに関する情報提供体制の充実

住宅相談窓回の設置

16年度から未来塾

マンションセミナー

7回 320名 (16～ 17)

無料相談会 (16～ 17)

相談 86件
(設置 )

未来塾マンション

セミナー

10回 369名 (18～ 20)

無料相談会 (18～ 20)

相談 124件

未来塾マンション

セミナー

23回 870名 (見込)

無料相談会 (見込)

相談 290件
(設置 ) (住宅課)

賃貸住宅建設相談制度
(設置 ) (設置 )

民業との関係か

ら研究段階 (住宅課 )

住宅・住環境に関する

啓発活動

実施

(実施 )

実施

(実施 )

広報誌などを活

用 (住宅課 )

{2)施策推進体制の整備
〈仮称〉住宅基本条例

の制定

(く仮称〉住宅まちづく

り懇談会の設置
(検討 ) (検討)

マスタープラ

ン策定時に懇

談会設置
(住宅課 )

住宅・住環境に関する

調査・研究

平成 15年度

分譲マンション調査

(実施 )
(実施 )

(住宅課 )

住宅 [住環境の実態調

査

平成 15年度

分譲マンション調査 (実施) (実施 ) (住宅課)
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2 新練馬区基本構想素案等に対する区民意識意向調査 (平成 21年 11月 )

◎区民意識 :区民のための住宅施策として、区や都・国にあなたが望むこと、今後力を入
れてほしいと思うこと。

農地・緑地を保全するなど周辺の自然環境が壊されないよう

にしてほしい

高齢者口障害者などのための福祉型住宅を充実してほしい

不動産にかかる税を軽減してほしい

道路・公園などの基盤整備を進めるなど、まちづくり事業を積

極的に展開してほしい

家賃の安い公的住宅を作つてほしい

建替・修繕や生け垣化、省エネルギー化など住宅の質を向上

させるための融資・助成制度を充実してほしい

高齢者・障害者などの借家世帯への家賃補助をしてほしい

子育て中の借家世帯への家賃補助をしてほしい

ひとり親世帯のための福祉型住宅を充実してほしい

住宅に関する相談(法律・相続・建替・不動産・マンション管理

など)を充実してほしい

住まい方(生活ルール)に関する助言目指導をしてほしい

木造賃貸住宅などの建替を促進し、密集市街地などの再整

備を進めてほしい

民間住宅の供給教 進してほしい

地価対策を進めてほしい

多少家賃が高くとも、質の高い公的住宅を作つてほしい

民間住宅の供給却 制してほしい

その他

特にない
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新たな住生活施策についての参考イメージ等

(1)資産活用の機会を活かした高齢者向け住まいの確保促進

(2)マンション問題対策の強化

◎情報ネットワーク化の事例 川崎市の登録制度

○川崎市では、マンションの管理組合に対して、直接的に市から適切な情報提供や助言、

指導など目的に『川崎市マンション管理組合登録制度』をつくりました。

○平成 19年 2月 から実施され、約 100団体が登録しています。

○各住宅確保施策の制度としての確立
⇒制度構築に向けた研究・検討 (実施可能性の

追求)
⇒計画、建設、運営・管理を通して

《住まいづくりのタイプ例》
○区営住宅借り上げ型
○高齢者向け優良賃貸住宅制度活用型 (中堅
向け)
○あんしん入居制度の適用型 (一般賃貸)
○介護保険対応の施設

⇒資産活用意向に応じたタイプの選択

○資産活用セミす―

などによる掘り起
こし

⇒土地活用/建物活
用

○高齢者向け住宅としての提供支援
⇒住宅・福祉施策の連携による支援
⇒生活協力員 (ワーデン)の派遣、介護サ
ービス提供者の検索・紹介など
⇒リスク回避策の展開

○運営・管理に

かかわる支援

嚇マンション管理組合鼻整無〔理事長翼|まその要舒者が申籍} |
轡マンション管理情報などのアンケート調査等森協力    i

○区でも、管理組合と区を結ぶバイ

プとなる制度を立ち上げることが

考えられます。
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(3)住生活にかかわる相談窓口機能の強化

◎住生活にかかわる一元的な相談窓口 世田谷区住宅サポー トセンター

〇世田谷区では、住まいに関する総合的な相談窓口として『住まいサポー トセンター』

を本庁および支所に設定しています。 (平成 19年度より)

○高齢者・障害者、ひとり親世の居住支援事業や、住まいにかかわる区の事業や施策、

サービス、催し物等についての情報提供を行つています。

●センターの居住支援事業

①住宅相談

・住まいづくりに関する相談、マンションの維持管理、マンション管理組合の運営方法、

不動産の売買・賃貸借契約や登記などについて、一級建築士・宅地建物取引主任者・

マンション管理士・弁護士・司法書士など専門家によるアドバイスを行います。 (事

前予約優先)。

②居住支援制度

・「保証人がいない」「入居後の生活が不安」等の理由で、民間賃貸住宅への入居を敬遠

されがちな高齢の方、障害のある方、ひとり親世帯の方を支援します。保証人の代わ

りとなる民間保証会社による金銭保証が利用できます。

③賃貸物件情報提供サービス

・区内在住で、高齢の方、障害のある方、ひとり親世帯の方を対象に、区と協定を結ん

だ不動産店団体の協力で、民間賃貸住宅の空き室情報を提供します。

④住まいあんしん訪間サービス

・民間賃貸住宅に入居する高齢者等を訪問して、定期的に見守り (目視、声かけ等)を

行うことで、家主や不動産店の方の不安を払拭し、安心して地域で暮らし続けていく

ことを支援します。

⑤へや探しお出かけサポート

・高齢者等の方の不動産店訪間に同行して、住まい探しに不慣れな方、不安のある方の

お手伝いをします。
出典 :世田谷区ホームページ
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(4)「ねりまらしい」3央適な住環境の実現

後方
支援

コ‐ァィネ
ート

※市で施設建設への支援
を検討したが、既存公営
住宅との関係や借 り上

げの運用実績がないこ

となど考慮して断念。

:<齢 >                                        
・

:平成 12年 ワークショップで、参加者担い手の発掘からスター ト。         :
平成 16年 市が「元気居住都心」調査研究報告書策定 (全国都市再生モデル調査助成 )
平成 17年  「元気居住都心」の計画を進める、クオレの会の発足

(ハ ウジングアンドコミュニティ財団助成 H17～ 18年 )
平成 18年 クオレの会の設立 (有限責任事業組合として登記)、 入居募集スター ト
平成 19年 入居者が定員に。コーポラティブ方式による設計開始

建設・運営会社 (合同会社)の立ち上げ
平成 20年 着工
平成 21年 竣工 0入居開始

出典 :鶴岡市都市計画課ヒアリング、クオレハウス募集ホームページ、「季刊 まちづくり 13号」 (学芸出版社)
をもとに作成

じ

資
一
出

　

融

◎住まいづくりと医・福・商のソフト施策連携 鶴岡市銀座クオレハウスの取り組み

○山形県鶴岡市の中心市街地にある商店街では、低未利用地を活用し、元気高齢者のた

めの集合住宅『銀座クオレハウス』をコーポラティブ方式を活用して建設しました。

○地元医療機関が連携して診療所を併設、医師が常駐して在宅療養の指導や緊急時往

診、日常の健康指導などのサービスが受けられます。

○介護が必要となった場合は、医師会関連の介護施設と連携して在宅サービスを受ける

ことができ、必要に応じて介護施設への入居をあっせんすることとしています。

○商店街の活性化の一環として隣接して整備された郷土料理店から、食事サービスを受

けることができます。

■プロジェクトの推進体制

大学

(早稲田大学都市
・地域研究所)

〇地元の機運づくり
〇担い手の発掘
○ノウハウ提供
〇総合コーディネー
ト

鶴岡市

○団体助成金、国庫補
助等の紹介・申請・

獲得
○中心市街地活性化
基本計画への位置
づけ
〇入居者募集時など
のPR活動

クオレの会

(有限責任事業組合 )

=計画主体

○事業計画の立案
○入居者募集
○コーポラティブの実
施 )

発掘・コーディネー ト

(医療機関、商店街、
NPOな ど)

○出資
○事業協力・参画 (サ
ービス提供)

入居者

○出資 (私募債→入居
一時金)
○入居
○家賃・管理費等の支
払い

クオレ

(合同会社 )

=事業主体

〇施設の建設
○賃貸運営
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:<事業概要>
:◆計画地 :山形県鶴岡市本町 1丁 目4番 11他 (旧医療機関施設跡地):  ▼口:ド引́L」・ トリ1/月F陶口1円J:IJ↑ HJ ■ J 目 ■宵 ■■ luし  IヽH F

:◆構造 0規模 :鉄筋コンクリー ト造、地上 4階建て
:◆敷地面積 :1,931.47ピ

:◆延床面積 :1,223.45ピ

:◆入居戸数 :22戸 (30ど、40ピ、60ピ 入居者 32名※1 平均年齢 75歳以上※2)
:◆事業者 :合同会社 クオレ

:◆総事業費 :約 4億円 (資本金 2千万円、
私募債 8千万円)

借入 3億円 (地域金融機 関 3行の協調融資 )、

※1:中心市街地活性化基本計画より
※2:鶴岡市都市計画課ヒアリングより

蔵座敷は、地域の

サロン、文化活動

の場として活用

クオレハウス

銀座リビング

(商店街活性イヒ施設)

ご家族や友人が宿泊

できるゲストルーム

銀
座
通
り

隣接した店か

ら料理を提供

運営 :地元企業
食事サービス

出典 :「季刊 まちづくり 13号」 (学芸出版社)を加工

36

運営 :地元医療機関
療登指導、緊急時往
診など

広々とした展望風呂戸

蔵座敷を望む

広場からクオレハウスを望む

出典 :やなぎさわ建築設計室 ホームページ



4 練馬区住宅マスタープラン策定懇談会の開催経過

開 催 日 懇 談 内 容

第1回 7月 22日 (水 ) ・委嘱状交付、会長・副会長選出

・現行マスタープランの説明、質疑等

第 2回 8月 26日 (水 ) ・良質な住宅ストックの形成

・区営住宅の今後のあり方

第3回 9月 18日 (金) ・高齢者・障害者の住まいづくり

・子育て世帯への住宅支援

第 4回 10月 23日 (金) ・みどりを守り育てる住まいづくり

・低炭素、循環型社会に貢献する住まいづくり

第 5回 11月 19日 (木) 報告書のまとめ

第 6回 12月 16日 (水) ・ 報告書のまとめ
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5 練馬区住宅マスタープラン策定懇談会設置要綱

平成 21年 6月 26日

21練都住第 342号

(設置)

第 1条 第二次練馬区住宅マスタープランの策定にあたり、区の住宅施策に関する意見等を
聞くため、練馬区住宅マスタープラン策定懇談会 (以下「懇談会」という。)を設置する。
(懇談会の役割 )

第 2条 懇談会は、次に掲げる事項について意見等をまとめ、区長に報告する。
(1)第二次練馬区住宅マスタープランの住宅施策について

12)その他、住宅マスタープランに関して必要な事項

(構成等)

第 3条 懇談会委員は、次に掲げる者で構成する。
(1)学識経験者     2名
0)公募区民      3名
椰)区内各種団体代表者 5名
2 懇談会に会長および副会長を置く。会長は、委員の互選により選任し、副会長は、会長
が指名する。

3 会長は、懇談会の会議を主宰し、懇談会を代表する。
4 会長に事故があるときまたは会長が欠けたときは、副会長がその職務を代理する。
(会議)

第 4条 懇談会は、会長が召集する。
2 会長は、必要に応じて、懇談会委員以外の者に会議への出席を求め、意見を聞くことが
できる。

(公開)

第 5条 懇談会の会議は、原則として公開で行 うものとする。ただし、付属機関等の会議の
公開および区民公募に関する指針 (平成 13年 2月 27日 練企企発第 245号)の定めるとこ

ろにより非公開とすることができる。

(庶務 )

第 6条 懇談会の庶務は、環境まちづくり事業本部都市整備部住宅課において処理する。
(委任 )

第 7条  この要綱に定めるもののほか、懇談会の運営に必要な事項は、都市整備部長が別に
定める。

付則

この要綱は、平成 21年 7月 1日 から施行する。

この要綱は、報告書が区長に提出された日にその効力を失 う。
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6 練馬区住宅マスタープラン策定懇談会委員名簿

氏 名 所  属  等 役 職 等

藤 本 昌 也 学識経験者
練馬区都市計画審議会副会長

(社 )日 本建築士会連合会会長

松 本 暢 子 学識経験者 大妻女子大学 教授

佐藤 譲 一般公募

岩 橋 栄 子 一般公募

戸 田 京 子 一般公募

平 野 文 男 練馬区民生児童委員協議会 西大泉・南大泉地区 副会長

荘  好 次 練馬区町会連合会 会 計

高 橋 希 世
(社 )東京都建築士事務所協会

練馬支部
副支部長

相 馬 功 紀
(社 )東京都宅地建物取引業協会

練馬区支部
副支部長

長 尾 英 俊
“未来塾"

マンション管理士会

“未来塾"

マンション管理士会 会長
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